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第１回産業構造審議会 2050経済社会構造部会 議事要旨 

 

日時：平成３０年９月２１日 １０：００～１２：００ 

場所：経済産業省本館１７階 国際会議室 

 

１.出席者 

委員等出席者：柳川部会長、青野委員、石田委員、大石委員、平川氏(小玉委員代理)、阪

口委員、鈴木英敬委員、鈴木伸弥委員、鈴木亘委員、武田委員、土居委員、

轟委員、中畑委員、中原委員、浜田委員、武藤委員、安田委員、山本委員 

経産省出席者：世耕大臣、新原経済産業政策局長、風木大臣官房審議官、藤木商務・サー

ビス審議官、江崎商務・サービス政策統括調整官、野原会計課長、龍崎経

済産業政策局総務課長、南部産業構造課長、能村産業人材政策室長 

 

２.議題 

2050年までの経済社会の構造変化と政策課題について等 

 

３.議事概要 

（１）新原局長挨拶 

○新原経済産業政策局長   

 ７月に経済産業政策局長に就任しました新原でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 委員の皆さんにおかれましては、お忙しい中お集まりをいただきまして、ありがとう

ございます。開会に当たって一言ご挨拶申し上げます。 

 今、事務局から申し上げましたように、世耕大臣、実は今日閣議がありまして、公務

をこなしております。ただ、本人、この部会にぜひ出席したいと言っておりまして、

公務が終わり次第こちらに駆けつけてご挨拶をさせていただきたいと思っております。 

 この部会でございますけれども、人生100年時代の到来、あるいは現役世代の減少、

潜在成長力の壁といった経済社会の大きな変化を踏まえて、全世代型社会保障の基盤

のあり方についてご議論いただく必要があると考えております。 

 人生100年時代に健康寿命を延ばすためには、病気になってから治療するだけでなく、
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予防健康づくりを重視していく必要がございます。さらに、意欲さえあれば幾つにな

っても働くことができるよう、生涯現役に対応した雇用改革を行うことも必要でござ

います。この部会では、こうした政策課題について実効性のある議論をお願いしたい

と考えております。 

 政府全体の動きでございますけれども、内閣改造が行われますと、総理が主宰する未

来投資会議で今申し上げた高齢者雇用の促進とか予防健康づくりについても議論する

予定になっております。 

 経済産業省の側でも、後ほど世耕大臣からもあるかと思いますが、未来投資会議でこ

の議論の中間的な状況なども報告しながら、政府全体の方針にこの部会での議論をつ

なげていきたいと考えております。 

 本日は、忌憚のないご意見をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

（２）部会長挨拶 

○柳川部会長（東京大学大学院経済学研究科 教授）  

 柳川でございます。ご指名でございますので、僭越ですけれども、お引き受けさせて

いただきます。よろしくお願いいたします。 

 ただいま新原局長からありましたように、できるだけ実効性のある、いい議論をして

いきたいと思っております。健康寿命を延ばすということは、かなり重要な課題にな

ってまいります。政府全体としても、きちっと有効性、実効性のある議論をして、そ

こに我々がいいインプットができるようにと考えておりますので、ぜひご協力のほど

よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず議事に入る前に、本部会の議事の公開について事務局からご説明をお

願いいたします。 

 

（３）議事の公開について 

○南部産業構造課長   

 それでは、お手元のｉＰａｄで資料１、議事の運営についてをごらんいただければと

思います。もしｉＰａｄの使い方がご不明な場合には、事務方が支援いたしますので、

よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料１でございますけれども、議事の運営について（案）でございます。 
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 １、本部会は原則として公開する。 

 ２、配付資料は、原則として公開する。 

 ３、議事要旨については、原則として部会終了後速やかに作成し公開する。 

 ４、個別の事情に応じて、会議または資料を非公開にするかどうかについての判断は、

部会長に一任するものとする 

といった運営でどうかと思っております。 

 

○柳川部会長   

 議事の公開につきまして、今の事務局の案でよろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。それでは、ご異議がないようですので、この方針で進めさせ

ていただきます。 

 

（４）事務局説明 

南部産業構造課長より、資料４に沿って説明 

 

（５）自由討議 

○阪口委員（大阪府高石市長）   

 早目にやって楽になりたいと思います。恐縮でございます。大阪府の高石市長の阪口

でございます。大阪府43市町村ありますけれども、人口６万人弱の小さい町でござい

ます。堺市の隣でございます。ベッドタウンというところの市長をやっています。 

 本市の町がどの辺にあるのかというのは、資料の阪口委員というのをみてもらいたい

と思うのです。大阪の中心部から便利なところなのですけれども、先ほど申し上げた

ように20キロ圏内でございますが、近くには泉北ニュータウンとか反対側の北側には

千里ニュータウンがありまして、この辺でいえば多摩とか我孫子とか千葉、埼玉等々

といったところになろうかと思いますけれども、そういう町が急速に高齢化が進んで

います。 

 市の義務的経費といいまして、人件費とか公債費という借金返し、特に一番大きいの

は扶助費という医療、介護の負担金で、私が市長になったのは2003年でございますの

で、そこから15年間でこれだけ変化しているというのがわかっていただけると思うの
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ですけれども、人件費をどんどん減らしました。600人の職員を340人ぐらいまで減ら

して、民間活力で民営化しながらやってきたのですが、どんどんうなぎ登りに上がっ

ているのが扶助費という医療、介護の費用であります。 

 これは、2017年で切っていますけれども、この先は予測でございますが、まだまだ伸

びるだろうと。地方財政はやっていけないだろうというところに今現在至っていると

いうことでございます。 

 ちょうど平成23年、７年ぐらい前から総合計画で健康のまち、それも健やかに幸せに

なろうということで、健幸のまちを目指しました。そして、既存の道路、あるいは新

しい都市計画道路を健幸ウォーキングロードとして整備しようということで、国交省

さんにもご支援をいただきまして進めてきたのですが、歩くことによって健康になる。

思わず歩きたくなるまちづくり。これは、筑波の久野先生の受け売りなのですけれど

も、そういうご指導をいただきながら進めてきました。 

 現にこの沿線で健幸づくりの教室であるとか体操をやっています。体操の下の木陰の

写真なのですが、きのう、おととい、天候のいいときの写真ですけれども、夏場の炎

天下で木陰で体操しているわけです。大阪の夏は暑いですから。どこも暑いでしょう

けれども。とにかく本当に大丈夫かと思うぐらい、皆さん一生懸命やっていただいて、

ウォーキングを楽しんでおられる。 

 特に道路につきましては、もともと対向２車線の４車線道路を１車線、自動車道を減

らしまして、自転車レーンをつくって、なおかつせせらぎをつくって歩車分離をして、

安全・安心に幅の広い歩道で歩いていただこうということでやりました。 

 あわせて、実は2014年から１回、２回にかけて行っておりますけれども、健幸ポイン

トプロジェクト、健幸であることによってポイント制をいたしまして還元していこう

ということで、２回やりました。それによりまして、例えば特定健診の受診率が1.6

倍にふえています。非常に効果が上がっているということで、なおかつ健幸ポイント

の還元品でございますけれども、地元の地域振興券、市内で使う商品券が87％、94％

ということで、健幸づくりをすることが地元経済にも役立っているというところで、

そこらで終わっておきます。以上でございます。 

 

○鈴木（英）委員（三重県知事）   

 三重県の鈴木です。きょうは、先輩がたくさんいるので、大変緊張していますけれ
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ども、しっかり頑張りたいと思います。 

 資料８をごらんください。１ページ目と２ページ目は、三重県の自慢が書いてあり

ます。特に２ページ目は、平均労働時間が大変短い中で、所得も高く、生産性も高

く、生活満足度も高く、貯金も多くて、健康だというのが書いてあります。 

 今回１回目ですので、地方自治体における事例を中心にご紹介したいと思います。

今後、仕組みとかいろいろ提案していきたいと思いますが、まず事例をご紹介した

いと思います。 

 ３ページ目、県が毎年１万人を対象に行っているアンケートで、ことし初めて、人

生100年時代についてどうですかと聞いてみました。左にありますように、67.2％

が不安。不安な理由は右側にありますとおり、「健康の維持」は多くの高齢者の方

が回答しています。「収入の確保」は多くの若い世代が回答しています。 

 ここからは事例です。これは、元気な高齢者に活躍していただいた介護助手という

三重県発の取り組みです。介護の職場というのは、介護の専門知識がなくてもでき

る仕事がいっぱいあります。草刈りとかリネンとかいっぱいあります。それをアク

ティブなシニアに手伝ってもらおうという介護助手という制度をスタートしました。 

 成果は、左の箱にありますとおり、これだけの採用につながっているということや、

介護助手をやった高齢者の方の声、70歳といえどまだまだやれる自信がついた、人

生に張り合いができた、役に立っているなと感じられる、やりがいがもてた、働き

に来ることで元気をもらえたなどです。 

 狙いは、介護人材の確保、高齢者の就労先、介護予防でありました。 

 結果、これは25の都道府県に広がっていきました。諮問会議でもご紹介いただきま

した。 

 ４ページ目です。これは、定年のない会社です。18歳、40代、70代、トリプルジェ

ネレーション就労というのをやっている会社で、上に書いてありますとおり、めち

ゃくちゃもうかっています。東芝に特殊ガスを納めている会社ですが、この吹き出

しにありますとおり、定年制がなくて逆に70歳を前にやめる場合は、社長の許可が

必要だという会社であります。 

 数は書いていませんけれども、ベトナム人も正社員で、ハノイ工科大学からも多く

の卒業生が来てもらっているというダイバーシティにも配慮された場所です。 

 次は、第四次産業革命とシンクロした働き方。これは、高齢者の方の活躍にもつな
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がると思いますけれども、浅井農園という国内最大級の植物工場をやっているとこ

ろが今回、デンソーと組みまして、デンソーのセンサー技術で色とか糖度で収穫時

期を把握し、それをデンソーの自動化技術で24時間かけて収穫する。その結果、単

位面積当たりの収量は、普通の植物工場のトマトよりも３倍になります。先般、総

理にもみていただきました。 

 さらに、浅井農園さんは、吹き出しで書いていますとおり、正社員の平均年齢33歳、

４人に１人が外国人。スウェーデンとかベルギーというところから来ています。８

割が女性です。こういう企業があります。 

 次は、ゑびやという100年続く老舗のところが、ＡＩを活用した来客予測システム

を使うことで生産性が向上したという事例です。これは、もともと100年続く伊勢

神宮の近くにある食堂なのですけれども、下にありますような200を超えるデータ

に基づいた来客予測システムを使って、それによって曜日とか天気とか食べログの

アクセス数をみて、人員配置とか食材の調達を行って、その結果、食品ロスも７割

減ったり、１人当たりの生産性が10倍になったり、６年間で売り上げが４倍、給料

も１人当たり５万円アップしていますし、有給休暇消化率が80％。食べログも３点

以下だったのですが、今は３点台後半という形になっていまして、全てよしとなっ

ているということであります。 

 あとのスライドは２回目が回ってくればと思いますけれども、このようなさまざま

な地方の事例がありますので、ぜひこういう事例などもたくさん収集していただく、

そういうのがプレイアップされる審議会であればいいなと思います。以上です。 

 

○中原委員（有限会社ケア・プランニング 代表取締役社長）   

 ケア・プランニングの中原と申します。資料がある方が先かなと思って油断していた

のですけれども、在宅介護サービスとＮＰＯ法人で就労支援をやっております。また、

別の活動として、青年会議所で地域の「明るい豊かな社会」の活動を行っております。 

 先ほど介護予防という話がございました。社会参加を促進していく上での介護予防と

いうことなのですが、１つ問題がございまして、今、人手が不足しています。介護予

防を地域包括支援センターが行っているのですが、地域包括支援センターのケアマネ

ジャーが不足する中、利用者がどんどん来てしまうということで、なかなか一人一人

をみてやれないというところが１つ問題になっています。 
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 そこで考えられるのが、自主的に社会参加していく仕組みというところを考えていく

と、公園に焦点を当てたらどうかなと考えております。今、公園は子供たちが全然い

なくてがらがらで、たまにいたと思ったらゲームをしている子供たちがいるような状

況で、遊具とかがほとんど使われていないのです。 

 考え方を変えて、公園を高齢者が集まる場所であったり、高齢者の元気をつくる場所

にしていくことで、これから５Ｇにもなって、インターネットの接続なども発展して

くるので、そういったところをうまく活用しながら、社会参加、交流の場で自主的に

健康寿命が延びるような場所にしていけば、自主的に持続可能に変化していくのでは

ないかと考えています。 

 また、これから第四次産業革命ということで、今、自動運転車がありますけれども、

介護業界で考えられるのは、自動運転の車椅子です。そうすると、高齢者の方に介護

職がつく必要がなくなります。また、今からでもスマートフォンといったものに高齢

者がなれていく仕組みをつくっていく必要があるかなと思っております。 

 それができることで、例えば買い物だったり、人手がいらなくなったり、今だったら

「OK Google」というもので、電気つけたり、室温調整ができます。 

 これまで人手が必要だったものが全部自分でできるようになるということで、高齢者

の意欲が高まるのかなと思っておりますので、案として紹介させていただくとともに、

私どもの青年会議所の団体でもそういった取り組みをやっていこうという形で進めて

いるところで、ご意見とさせていただきたいと思います。 以上です。 

 

○武藤委員（医療法人社団鉄祐会 理事長）   

 おはようございます。資料がお手元にありますけれども、私は循環器内科医で20年ほ

どずっと臨床をしております。また、最近では、後半は在宅医療をやっていますので、

そういう意味では急性期医療、外来、在宅とずっと臨床に携わってまいりました。 

 2015年からシンガポールで日本型の地域包括ケアを海外で展開する、また、ＩＣＴの

開発を行っておりますし、直近ではオンライン医療のシステムを開発しております。

したがいまして、臨床医としての視点と海外、それからＩＣＴの観点で少しお話をさ

せていただきたいと思います。 

 要旨なのですけれども、既にまとめられておられますが、疾病構造や社会環境など、

医療を取り巻く環境は非常に大きく変化しており、患者さん一人一人に合った医療を
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選択、提供していくことが必要である。 

 ＩＣＴを活用して、患者さん自身が自分の健康データを記録、管理し、オンラインで

医師と共有できることで早期発見、重症化予防が可能である。そして、最後に、、個

別化医療を浸透させていくためには、さまざまなインセンティブ設計が必要であろう

という内容で書いております。 

 簡単にお話ししますと、３ページをめくっていただいて、ご存じのように治療の対象

が感染症などから生活習慣病に大きく変わっているということ。したがって、患者さ

んの協力といいますか、医師と患者の共同作業が今後ますます重要になってくる。 

 アクセシビリティー、高齢化、それから独居で住んでいる方がふえていく中で、医療

へのアクセスというものが制度上では担保されていても、現実的には難しくなるとい

ったことが生まれてまいります。 

 当面は医療が、ますます必要になっていくに当たって、医師のリソースの問題という

ことがありますので、患者さん自身が医療を選択する、もしくはプレシジョンメディ

シンとして個別化された医療を提供する体制が必要になると考えております。 

 ４ページですが、日本での例ですが、我々はＹａＤＯＣというシステムを開発しまし

て、患者さん自身が疾患に応じて、さまざまな情報を入れる、もしくはデータとして

とっていく。それが整理された形で医師がみることができます。、また医師から伝え

たいことが患者さんにメッセージとして飛んでいく。このように対面診療とオンライ

ン診療を組み合わせていく仕組みをつくってまいりました。 

 実際にやってみまして、例えば５ページですけれども、患者さんには受診時もしくは

ご自宅でスマホを使っていろいろな情報を入れていただく。このような実証を福岡市、

福岡市医師会と進めてまいりましたし、今は三重県でも一部導入していただいている

ところであります。 

 具体的な例としては、６ページにありますが、ＣＯＰＤという呼吸器疾患の患者さん

でありますが、ＣＡＴスコアというＣＯＰＤの重症度を評価する学会で決まった評価

指標がございます。このスコアを適宜入れていただきますと、この患者さんの場合は、

あるとき状態が悪くなったので、それをみて医師が早目にフィードバックをすること

で改善したということもありました。 

 もう１つは、検診結果をみて、きちんと受診勧奨を促すといったモデルも行っており

ます。 
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 このように医療データのプラットフォームをつくっていきますがただ、つくるだけで

はなくて、そのプラットフォームがどんな価値を提供するのかをさらに考えていく必

要があります。 

 最後になりますけれども、10ページですが、個別化医療の普及に向けて、患者さん自

身へのインセンティブをどう設計していくか。本人や保険者が参画を促進する取り組

みが必要だと考えます。それから、医師にインセンティブがないと実際には使われて

いきませんので、ここは診療報酬だけではないと思いますが、そのインセンティブ設

計も重要です。 

 それから、ますます多職種連携が必要になりますので、医師ではない専門職との情報

共有、インセンティブの設計です。 

 最後に、患者さん自身だけに頼るようなインセンティブはなかなか働かないことがわ

かっておりますので、企業や地方自治体の巻き込みが必要ではないかと思っておりま

す。以上です。 

 

○山本委員（ミナケア 代表取締役）  

 おはようございます。私からは、資料の10番目でお話ししたいと思うのですが、明る

い社会保障をどうやるかというので、我々がやってきた事例も紹介しながら、この部

会で議論できるといいなと思うことをここでお話ししたいと思います。 

 資料の10に基づいてお話ししますが、私、もともと隣の武藤先生と一緒で、循環器内

科医を６年ぐらいやっていたのですが、今、このミナケアという会社を立ち上げて８

年ほどやっています。 

 何をやるべくして起業したのか、医者をやめてしまったのかという話なのですが、医

者不足の中でやめるなという話なのですけれども、一番大きいのは、そもそも医療の

ビジネスモデルを変えないと、明るい社会保障にならないだろうと。そこで何を変え

たいかといいますと、病気になってから医療を消費していくというモデルだけではも

う成り立たないだろうから、病気にさせない医療、健康に投資をする医療をやってい

こうと考えました。これをまたコンセプトだけではなくて事業として確立させないと、

今、消費の医療で42兆円かかっていますから、これを大きく構造改革するのは簡単で

はなかろうというので、８年かかって遅々として進まないのですけれども、頑張って

いるという状況です。 
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 今、前方スクリーンにも出ている２ページになりますが、今やっている医療と社会構

造や技術進化でやるべき医療、可能になった医療、かなりギャップがあるなというこ

とを感じていまして、このスライド右側にもありますように、社会ニーズも変化して

いますし、人口構造も減っています。経済も変わってきている中で、今までどおりの

医療モデルをずっと続けるのは苦しいだろうというのは皆さんわかっていると思うの

ですが、どんなモデルだったらやるべき医療ができるのか、これの解決策はなかなか

見出せていなかったと思っています。 

 ３ページは、ミナケアというところで何をやっているか細かく書いていますので、割

愛しますが、簡単にいいますと、データを使って誰にどんな働きかけをすると病気に

させないで済むのかに特化しています。 

 ここでのポイントは幾つかありまして、個人だけではなくて、その方が所属するコミ

ュニティに働きかけ、コミュニティというのは、小さい単位ですとご家族、もう少し

大きいと同僚や地域住民、さらに大きくなりますと企業だったり自治体というところ

にフォーカスしてやっています。 

 予防が大事と皆さんいうのですけれども、ここにいらっしゃる皆さんは、学生のころ

はたくさん勉強されて優秀だったと思うのですが、受験勉強とかと一緒です。やらな

ければいけないとわかっているのだけれども、やれないというのが予防医療も一緒で

ございまして、やらなければいけないけれどもやれない予防をどうやったらやらせら

れるかというのが、我々の業界の一番大きな命題になるわけでございます。 

 ４ページには、それも踏まえて、我々が提唱している投資型医療が今のような課題も

含めて何を考えているかといいますと、今申し上げた予防的な医療をやろう。ただし、

これはなかなか勝手にみんな取り組んでくれませんから、参加や巻き込みをどうやる

のかも投資型医療のパーツであると。 

 さらには、予防の段階で物をやりますので、個別最適もしなければいけないですし、

当然経済性も考えた医療をやらなければいけないということでやってきています。 

 １点ここで申し上げておきたいのは、５ページ目になりますが、我々の健康の定義な

のです。社会的存在として価値を発揮できていることに置いていますので、実は投資

型医療で健康にしたからといって、出口がないと、健康になったから何だといわれた

ら困るというのがありまして、今回の部会でも高齢者の働き方ですとか社会参加を当

然のように議論いただかないと、投資型医療が完結しないという課題意識がございま
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す。 

 ６ページ目は、実際にどんな取り組みをしているかが並んでございますので、逐一申

し上げませんけれども、例えば真ん中下にございますが、家庭の中で健康づくりをど

うデザインするかということで、中学生の娘さんがお父さんに向かって脱メタボして

くれというコミュニケーションを夏休みにやってくるという企画をしたりですとか、

地域では医師会と一緒に地域の健康情報をシェアしながら取り組むということをやっ

ているというのがございます。 

 こういう事例もご紹介しつつ、この部会でこうした医療の新しいビジネスモデルをど

うやって展開するのか、あるいは新たな医療構造、医療業界がどうあるべきかという

のを議論できればと考えております。以上です。 

 

○土居委員（慶應義塾大学経済学部 教授）  

 冒頭、新原局長から生涯現役社会の実現ということで、非常に重要なご提起で、かつ

時宜を得たテーマだと思います。これをいかにこの部会で具体的な政策に落とし込め

るようなアイデアないしは議論ができるかということを私としても一助となればと思

っておりますし、期待しております。 

 生涯現役ということでいいますと、資料４の16ページにありますように、60代以上だ

と生涯現役を望む方々が非常に多いということなのですけれども、多少バイアスがあ

るかもしれませんが、ネット上での世論というと、何かとそんなに長く働かせるつも

りかと若い人がいっているという話がある一方で、かといって、決してネットの世論

だけが世論ではなくて、むしろアナログというか、正攻法の世論調査で統計をとると、

結構若い人も長く働きたいと思っている人もそれなりいるという状況で、事務局に少

しお願いしたいのは、若い人がどういう働き方を希望しているか、何歳まで働きたい

と30～40代の人たちが思っているかというところもこの部会の場で資料をご提起いた

だきつつ、60以上の方々の認識ともし世代の間でギャップがあるならば、世代のギャ

ップを前提とした上で、どのように生涯現役社会の実現をそれぞれの世代に働きかけ

ていくかということを検討できればと思います。 

 特に、若い世代の人たちがそんなに長く働きたくないとおっしゃったとしても、先ほ

ど事務局から説明があったように、確実に統計は長寿化を示していて、否が応でも長

生きするというぐらいになってきているわけなので、そういう方々にも積極的に生涯
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現役になるようなライフデザインを考えていただくようなものが提起できるといいか

なと思います。 

 その上で、１つ鍵になってくるのは、柳川部会長も長年おっしゃっていますけれども、

40歳定年制とか、つまりセカンドキャリアが非常に重要になってくると思います。同

じ会社に長く勤め続けるということは、そんなにできる人がいないと。これは、事務

局の資料にもありますけれども、そう考えると、第四次産業革命の影響も受けて、同

じ仕事を生涯現役でやり続けるということではないということだとすれば、違う仕事

に移行するときにうまく橋渡しができるようにする仕組みをどう構築していくかとい

うことも、生涯現役を実現するための重要な鍵になってくるのかなと思います。 

 １回目の発言は短くということで最後にしますけれども、最後のポイントは、女性の

高齢者、実はきょうの資料４の21ページに、65歳以上の男性の就業率が上がっている

ということが書いてあって、これはこれでいいと思うのです。これは、実は日本だけ

に限らず全世界的にあるのですが、女性の就業率は、Ｍ字カーブの真ん中は上がって

きたのだけれども、Ｍ字の右下、つまり65歳以上の就業率がものすごくかくんと下が

る。こういう現象があるので、高齢女性の就業をどう考えていくかということも議論

の俎上に乗せると、女性も生涯現役というのが考えられるかなと思います。以上です。 

 

○大石委員（メディヴァ 代表取締役社長）   

 資料はございません。私は、もともとマッキンゼーのパートナーで、ヘルスケアを担

当し、約20年前に起業してメディヴァという会社をつくりました。 

 私どもはヘルスケア分野でお医者さんや多職種の方々と一緒に新しいモデルをつくっ

て、そのモデルでうまくいったものをコンサルタントとして横展開するということを

やっています。 

 例えば、本日、生活習慣病の課題が結構出ていますが、生活習慣病はお医者さんが治

すというのではなくて、本人が自覚をし、自分で治していかなくてはいけません。自

分の病状を知るために、自分のカルテが全員に渡るようにすればいいのではないかと

いうことで、電子カルテを導入し、プリントを押すとカルテのコピーが出るので、そ

れを全員にお渡しして、説明する「カルテの完全開示」や、お医者さんができない、

細かいどういう食事を選んだらいいかという食事指導を、管理栄養士が行ったりしま

した。 
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 そうしますと、例えばメタボですと、半年ぐらいで３割ぐらいの方は脱メタボするで

あるとか、98％ぐらいの方は何らかの改善がみられるであるとか、かなり重症な方で

も改善して、それ以上悪化しない、いうことがわかってまいりました。 

 その中で私どもが経験したのは、「患者力」をどう高めるのかということがすごく大

事だというとこです。自分の正確な情報を自分でもっていただくことと、健康になる

ための正しい情報、やり方をどう伝えるのかということが大事だと思っています。 

 これを高齢者に当てはめますと、人生100年時代に長く現役で過ごすのは、国が困っ

ているから働くのではなく、自分が健康になるために働くのです。健康だから働ける。

しかも、健康になるために働く。社会参加をすると、認知症が余り発生しないという

データもありましたが、心身ともに健康であるためには、社会参加をし、頭を使い、

またどこかに通う。これが大事だということをきっちり理解していただくことがいい

のではないかと思っています。 

 私どもはご出資いただいている東急グループの方々と一緒に、地域住民向けにいろい

ろなセミナーを、地域の医療機関と組みながらやっています。そこでは、よくある

「おじいちゃん、おばあちゃん、こうやると元気になります」という話ではなくて、

もう少し理論的なことを伝えます。きっちり理屈から入って、なぜこうなっているの

かということをわかっていただくことは、その方々にとって、知的好奇心を刺激され

るので、すごく参加率がいい、また実行率がいいということがわかってまいりました。 

 ですから、これからの高齢者は、今までの高齢者と違うので、きちんとした知識をご

理解いただき、実践していただく。企業向けの健康経営は、経済産業省の動きもあっ

て盛り上がっています。健康経営の「アンバサダー制度」がいいと思っていて、先行

して取り組んで成果を上げている会社がほかの会社に伝えて拡げています。同じ感じ

で、先行して成果を上げている高齢者が「アンバサダー」になってほかの人に伝える。

こういう仕組みをもっと普及していきたいですし、もっと大学ですとか医師会と一緒

に組んでやらせていただけるといいなと思っています。以上です。 

 

○浜田委員（ビジネスインサイダージャパン 統括編集長）   

 先ほど若い世代の方々がどんな働き方を希望しているのかというお話がありましたの

で、そこについて少しお話しできればと思います。 

 私が今、編集長をしておりますビジネス・インサイダー・ジャパンというのは、読者
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が20代、30代のいわゆるミレニアル世代をターゲットにしております。経済メディア

ですので、働き方とかキャリア感をふだんから取材することが多いのですけれども、

非常に二極化しているなと感じます。 

 ざっくり世論調査などでも、半数ぐらいが大企業に勤めて、１社主義というか、終身

雇用を望むという安定志向の若い人がまだいるのですけれども、もう片方の半数ぐら

いの方は、多様というか、自由化を望んでいまして、例えば副業志向もそうですし、

複数のキャリア、ポートフォリオのように組み合わせて働きたい。しかも、一本調子

ではなく、途中で大学院に行ったりとか、ギャップイヤーをやってみたりという生活

と仕事のシームレス化を望んでいる人が、徐々にではありますけれども、ふえている

なと感じます。 

 それはなぜかというと、長く働きたいというのが根底にあると思います。社会保障に

対する不安というのももちろんありますけれども、仕事というのが自分のアイデンテ

ィティの中で大きな比重を占めている人たちにとっては、キャリアを積みながら、生

活も豊かにしていきたい。転勤もオーケーというような、企業のいうなりに働くので

はなくて、自分でキャリアを組み立てていくといった思考の人がふえてきているかな

と思います。 

 ただ、一方で若い人たちの意識に制度とか日本の慣習がまだついてきていないなとい

うギャップが大きいなと思っておりまして、例えば今、一般職志望の女性がふえてい

るのです。これだけ女性の能力、スキルが高まっているにもかかわらず、取材すると、

総合職になると、どこに転勤させられるかわからない、何時前まで働かせるかわから

ない、自分のライフプランが立てられないということで、結局、スキルがあるにもか

かわらず一般職を選ぶと。 

 一方で、夏などに報道がありましたけれども、一般職の採用が今抑えられていまして、

これからＡＩがどんどん活用されていくと、一般職の仕事自体がなくなるということ

で、長く働きたいという意識と、企業の現場の意識と雇用のあり方とか、非常にギャ

ップが出てきているなというのを感じています。 

 ですので、やはり長く働きたいという意識をどのように実際実行できるようにしてい

くのかというのは、大きな企業の採用とか、雇用形態の変化が求められると思います

し、そこに何らかの国としての制度の大きな転換も必要なのかなと感じております。 
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○安田委員（大阪大学大学院経済学研究科 准教授）  

 大阪大学の安田です。専門は、ゲーム理論とかインセンティブ設計をやっているので

すけれども、最近はありがたいことにいろいろなところで呼ばれる機会がふえて、も

はや自分の専門が何か見失いかけているのですが、きょうは比較的専門に近いところ

からお話ししたいと思います。 

 実は、経産省ではなくて金融庁と協力して、金融リテラシー研究会の座長を２年ほど

務めました。リテラシー研究会なのですけれども、一番重要視したポイントは何かと

いうと、リテラシーについて議論しても余り意味がないと。どういう形でリテラシー

を吸収してもらえるか、あるいはリテラシーをもっていても行動が変わっていかない。

貯蓄から投資に行動が変わっていない人たちの背中をどうやったら押せるかというと

ころを中心に議論をしました。 

 これは、きょうのトピックに関連するとどういうことかというと、例えば健康寿命を

延ばすために、いろいろな医学知識がふえているのだけれども、それを積極的に受容

しない。あるいは、いろいろなことをしていて、健康オタクなのだけれども、ご自身

は何かやっていますかというと、何もしていないという人を生み出してしまったら元

も子もないということです。 

 もう一段上のレベルで、きょうは役所の会議なので考えると、国政でもこういう研究

会を開くと、ついついゴールは政策決定になってくるわけです。ルール、法律、政策

を変える、それはすばらしいのですけれども、本来の目的は、社会を変える人々の行

動を変えるということです。そこに結びつかなければ、ある意味、絵に描いた餅でし

ようがないと。働き方改革でも、我が社では育児休暇を導入しました、副業を認めま

すということをやっても、誰もそれを利用しなかったら意味がないわけです。 

 その部分の行動をどのように変えるかということを、今回の研究会、非常に実務であ

ったりとか、自治体の首長の方とか、現場を知る方がいるので、どうやったら単なる

ルールづくりとか議論に終わらないで、行動変容につながるか。その辺をディスカッ

ションできたらと考えています。 

 では、具体的にどんな知見があるのかということでいうと、きょうの資料５は、世耕

大臣勉強会のまとめ資料なのですけれども、私自身もここでお話しさせていただいた

ので、資料５の中にひょっとすると耳なれない単語で、ナッジというのが出てきます。

この資料の中に、ナッジとはちょっとした工夫で個人に気づきを与え、よりよい選択
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ができるよう支援する手法と書かれていますけれども、実際にナッジ的な手法が今、

世界中で注目を集めています。 

 なぜかというと、イギリスやアメリカなどで、実際に政府の中で俗にナッジユニット

といわれるグループができて、現実の政策決定に影響を与え始めている。 

 そして、昨年、ノーベル経済学賞をナッジのパイオニアであるリチャード・セイラー

教授が受賞して、いろいろな形で有用性の高いアプローチではないかということで関

心を高めている状況です。 

 ナッジなのですけれども、今朝、ちょうどおもしろい記事をみつけたので、それを紹

介して終わりたいのです。一橋大学の真野さんという方が書かれた研究で、彼は何を

やったかというと、エチオピアに行って、途上国の場合、貯蓄ができない企業家がい

るのですけれども、どうやって貯蓄して次の投資に回すかという行動を変えたかった

わけです。 

 その際に、世の中には銀行というものがあって、きちんと預けておくと次のプロジェ

クトで使えますよという形でリテラシーを普及したグループもあれば、貯蓄しましょ

うという形でリマインダーのお知らせをしたグループもある、両方やったグループも

ある、何もやらなかったグループもあるという形で実験をしてみたのです。 

 結果的に何がわかったかというと、情報を与えたグループの行動というのはほとんど

変わらないのです。情報を無視したわけではないのですけれども、恐らく自分事とし

て認識されなかった。リマインダーを送ったグループはどうなったかというと、貯蓄

がふえました。タンス預金なのです。リマインダーと情報をともに与えたグループで

何が起きたかというと、銀行への預金がふえたのです。 

 ここから得られる教訓は何かというと、リマインダーというのはちょっとしたナッジ

なのですけれども、お金をほとんどかけずにできるようなことで行動が変わると。行

動が変わったその上で適切な情報を得ていると、ある意味望ましい、すぐれた行動変

化につながっていくかもしれない。こういった知見が経済学も机上の空論といわれる

ことが多いのですけれども、最近は現実に行動変容を起こせるような知見もたまって

きているので、その辺をご紹介しながら議論に参加していきたいと思います。どうも

ありがとうございます。 
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○石田委員（イシダ 代表取締役社長）   

 株式会社イシダの石田と申します。京都を中心にはかりであるとか包装機械であると

かを、スーパーマーケットさんや食品工場さん向けに納品させていただいておりまし

て、私自身も現場は結構好きなものですから、お客さんをずっと回らせていただいて

いるのです。食品工場さん、スーパーさん、どこもそうだと思うのですけれども、人

手不足ということで、御社の機械で何とかならないか、最近、ＡＩとかロボットがあ

るでしょうということで、いろいろニーズを教えていただくのです。 

 お客さん先では今、何に困っておられるか。人手不足に対して、海外の方、ベトナム、

中国で呼んでこられたり、あとは機械化ということをやっているのですけれども、そ

れを受けた我々のほうも人手不足ということで、技術開発のところを定年なくそうと

いうことで、高齢者雇用制度を社内でもいろいろやっていまして、技術開発に関して

は定年なしということでやらせていただいています。 

 いろいろわかってくると、メカ的な部分は経験が大きいので、結構高齢者の方もいけ

るということで、80近い方ができたり、逆にソフトウェアエンジニアみたいなところ

は目がしんどいということで、画面をみてずっとやるのがしんどいなというのがある

とか、それを横展開していまして、経理部門いけるなとかいろいろやっていまして、

個人的に一番よかったなと思うのが、父親が82歳なのですけれども、毎日会社に来て

くれていまして、いろいろやってくれるということで、我々が非常に助かっているの

は、報告書が社員から上がってくるのにコメントをいろいろ書いてくれると。そうす

ると、社員さんがそのコメントをみてやりがいが出てきて喜ぶと。父親もやりがいを

もって働いてくれて、社員さんも喜んで、父親が毎日会社に来ることで母親が一番喜

んでくれるということで、ハッピーになれるなということを思っているので、この場

で明るい社会保障改革、いい提言ができればと思っております。 以上です。 

 

○鈴木（亘）委員（学習院大学経済学部 教授）   

 学習院大学の鈴木亘と申します。社会保障や社会福祉を専門としている経済学者です。 

 この部会の「明るい社会保障改革」というテーマはすごくいいと思います。政府の社

会保障関係の会議は暗い話ばかりで、だんだん憂鬱になってきてみんなうつむき出す

というパターンなので、ぜひ明るい話をご提供できればと思っています。 

 明るい話ということで、思いつきみたいなアイデア、提言みたいなことを毎回しゃべ
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ろうと思っておりますので、当たり外れが大きいと思うのですけれども、ご容赦いた

だければと思います。 

 ２点お話ししたいと思います。 

 １つは、メインテーマの健康予防インセンティブをどうするかということなのですけ

れども、これまでいろいろな政策でやられていることは、プロバイダーにインセンテ

ィブをつけるとか、保険者にインセンティブをつけるという話が多いです。私はそれ

よりも本人へのインセンティブということがすごく重要だと思うのです。これは、こ

れまで政策として余り議論されていません。 

 どういうものにインセンティブをつけるかということは、いろいろあっていいと思う

のですけれども、もっと重要な事は、インセンティブを付けるためのデバイス、つま

り装置をどうするかということです。そこで、すごく子供っぽいアイデアで恐縮なの

ですけれども、政府がポイントカードを配ってそこにポイントを付けたらどうでしょ

うか。イメージとしては、例えば、Ｔポイントカードみたいなものです。そこにいろ

いろな健康に良いことをすると、ポイントが貯まっていく仕組みです。Ｔポイントカ

ードは民間のものですが、例えばマイナンバーカードにポイントを入れるということ

にすると、マイナンバーカードの普及にも役立つので良いと思います。 

 何にインセンティブを与えるかというと、例えば特定検診・特定保健指導を受けると

か、特定検診の検査値が改善するとか、医療費や介護費が平均よりも低いとか、メタ

ボではないとか、いろいろあり得ると思います。 

 一方、貯めたポイントは何に使えるかということなのですけれども、個人が介護保険

や医療保険の保険料の支払いをするときに、現金の代わりに使えるというのはどうか

と思うのです。個人が健康のために努力すると保険料を下げてあげるというのは、個

人へのインセンティブとして、よく民間の生命保険で行われるアイデアなのですが、

国や自治体がそれをやろうとすると法律等を変えなければいけないので、結構大変な

ことになるわけです。ところが、このマイナンバーにポイントを貯めて保険料支払い

として使えるということにすると、保険者が保険料を個人の努力次第で低くするとい

うような大ごとにしなくても、同じ事が可能です。つまり、法律改正をバイパスでき

るのです。ポイントを付けるのも自治体、保険料を課すのも自治体ですから、自治体

の中で全ての事務処理が可能です。 

 保険者にとっても、健康や予防に努力する個人は、将来的に医療費や介護費が少なく
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なるので、ポイントを付けることが十分にペイします。 

 もう１つ、ポイントカードの重要な活用方法があります。これから介護の労働力をど

うするかというのは非常に大きな問題なのですけれども、例えば高齢者の活躍先とし

て、ちょっとした介護労働をやってもらうことは、高齢者の活躍と介護労働力解消と

いう意味で一石二鳥の政策です。そこで、この高齢者のちょっとした介護労働に対し

て、ポイントを付けるのです。例えば、家族として、要介護の配偶者や親の面倒をみ

るということにポイントを付ければ、これはドイツなどで行っている家族への現金給

付に代わるものになります。現金給付は現在、日本では非常に反対が多い状況ですが、

将来的な介護労働力確保のためには絶対に検討すべき政策だと思います。現金ではな

く、ポイントにすれば、ある程度受入れやすくなると思います。 

 また、家族介護だけではなく、高齢者が、近所の高齢者の介護のお手伝いをするとか、

介護施設で無資格者でもできるちょっとした労働を行うということにもポイントを付

けます。さきほどの三重県の介護助手みたいな話で、介護労働力不足の改善に役立ち

ます。それらの介護労働で貯めたポイントは、やはり、後で個人が、医療保険や介護

保険の保険料の支払いに充てられるようにします。このやり方ですと、ポイントを長

く貯めて、後で保険料が高くなったときに使う人もいるでしょうから、直ちに財政に

影響しません。そういう意味でも自治体がこなしやすいと思います。 

 実は昔、介護保険が始まる前に、介護労働をポイント化して、自分が要介護状態にな

ったときに介護の支払いに使えるというようなことをやっていた自治体がいくつかあ

ります。お互い様の助け合い制度です。ある意味で、それを復活させるような制度と

なるかも知れません。地域間の助け合いを促進しますから、つながりが希薄になって

きている地域のソーシャルキャピタル力を上げるために望ましい施策です。 

 もう１つ、生涯現役社会をどう実現するかというテーマについて、少しだけしゃべら

せて下さい。この文脈では「リカレント教育」が重要な施策で、老後に活躍するため

には、もっと若いうちからリカレント教育を行っていなければならないというのが一

般的な見解だと思います。しかし、私は退職前の忙しい現役期に無理にリカレント教

育しなくても、退職してからでも十分にリカレント教育を受ける時間はあると考えて

います。とにかく退職してからは、元気ですし、たくさん時間があります。その退職

後の「毎日が日曜日」の膨大な時間を使って、本格的なリカレント教育をするという

ことも、人生100年時代の長い余生を考えると、十分に検討に値する施策だと思うの
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です。 

 そこで提言したいのは、「早朝老人大学」です。高齢者の教育のために、都市部にあ

る大学の早朝の時間帯を使うというものです。なぜ早朝かというと、例えば私のいる

学習院大学もそうなのですけれども、朝の時間はほとんど学生がいないのです。第1

限などほとんどの教室が空いています。一方、若者と違って、高齢者はすごく早起き

で、朝から元気ですから、早朝に高齢者向けの授業をやります。これは、一種の空き

教室シェアリングです。 

 空き教室が多いという意味では、大学は夏休みとか春休みも学生がいませんので、そ

こも高齢者のリカレント教育に使えると思います。夏休みと春休みはそれぞれ2ヶ月

ありますから、1年の3分の1ぐらいが使われておらず、もったいないです。大学は図

書館、情報処理機器、語学学習機材など、教育用のリソースがたくさんあります。高

齢者と同じぐらいの年の先生やまだまだ元気な名誉教授達もいます。そこに高齢者が

来て学ぶことは大いに振興すべきです。 

 今でも、私の大学では、さくらアカデミーという社会人向け講座があり、土日に、近

隣の高齢者が学生として集まってきます。私もそこで教えていますが、皆さんすごく

熱心で、若い学生よりも何倍もよく勉強します。その高齢者の受講生たちに話しを聞

くと、単なる社会人向けの教養講座ではなく、もっと本格的な勉強をして、きちんと

学位を取得したいと言います。意識の高い高齢者は本物の知識や、資格を求めている

のです。ちょっとした社会的起業ができるようになるための会計や法律の知識、語学、

介護、農業、パソコンやタブレット端末の使い方、プログラミングなどを学びたいと

いう声が多いようです。働きながら学ぶ社会人向けの授業は夜の時間帯しか使えず、

短時間、短期間なので、意外に本格的な教育が出来ません。しかし、退職後の高齢者

の皆さんは逆に、時間がたくさん合って本格的に学ぶことができます。こうした高齢

者の皆さんに、学位や資格を与えて、「がっつり学べる」機会を提供することは重要

な施策になり得ると思います。退職年齢から年金支給年齢までの期間が離れたとして

も、こうした学び直しに使えば有意義な時間となると思います。もちろん、学んだ知

識を生かして昼の時間にバイトをしたって良いのです。 

 時間を超過しましてすみません。以上でございます。 
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○鈴木（伸）委員（明治安田生命保険相互会社 取締役会長 代表執行役）   

 鈴木伸弥と申します。鈴木姓が３人おりますので。 

 私、明治安田生命の会長をやっております。今、お話が出ましたけれども、民間でも

さまざまなインセンティブ策を考えていまして、健康状態に応じてとか、検診データ

を出していただくと保険料を割り引くとか、このようなサービスがだんだん普及して

きています。 

 本日の議題に関連して申し上げますと、各委員がおっしゃっていたのは、健康予防に

関しては、最終的に本人なりの行動変容をいかにして生み出すか、そのためのディス

インセンティブをどうつけるかということなのかなと思いました。 

 翻ってそもそも人生100年時代について、なぜ健康でなければいけないのかと考えた

わけなのですが、私はこの委員会に出る前は、自立して100年を生き切ることが重要

で、全部使い切って、何もなしで人生を終わりたいなと思ったのです。 

 ショックだったのは、三重県の資料をみますと、長生きすることに対して大半の方は

不安だと。加えて、高石市の資料をみますと、75％ぐらいの方は健康に全く関心がな

いということです。 

 そうすると、国として関心のある二十数％の層にターゲットを置くのか、または無関

心な七十数％にターゲットを置くのか、どちらなのかと考えると、無関心な七十数％

にターゲットを置いて、健康に必要な活動をしてもらうのが効果的かなと思うのです。 

 健康に無関心な層にターゲットを当てて、先ほど来いろいろ出ていますけれども、ま

ずは健康に関してあなたは今どんな状態で、どんなことをするといいことがあるのか

という情報を国民一般に知らせることが必要ではないでしょうか。 

 加えて、そこに携わるヘルスケア関連の事業者に対して、もっとのびのびと活動でき

るような基盤を与えることが必要で、そのためには、国全体としてデータの利活用を

もっと進めていかないといけないのではないでしょうか。 

 その上で、最後は結局、山本先生がおっしゃっていましたけれども、コミュニティで

行動変容させるしかないのだと思うのです。国として健康増進への考え方を統一して、

コミュニティレベルにいかに実行可能なプログラムを提供するかというところを最終

結論にしていただければと思います。 以上です。 
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○中畑委員（株式会社日立製作所 代表執行役 執行役専務）  

 日立製作所の中畑でございます。よろしくお願いいたします。 

 今いろいろな意見をお聞きして、非常に参考になりました。私ども、当面は介護の問

題が非常に大きな問題で、５年後に８割ぐらいの40歳以上の社員が、介護をどうする

かという不安をもっているという状態で、どうやっていくかということを考えていか

なければいけないと思っていますし、組合とも100年後をみてどうやるかということ

を議論したいといって今取り組んでいます。 

 きょう、私のほうから申し上げたいのは、大企業ということで発言を期待されている

と思いますので、先ほどお話いただいた中で、生涯現役時代の雇用改革というところ

が非常に重要だと思っています。今おっしゃられたように全体としては人口が減少し

ます。それから、いわゆる労働人口が減っていきます。人が足りなくなりますという

ことです。それから、高齢者もどんどん働きたいと思う人が増えてきました。それを

増やしましょうということが正しいと思うのですが、これは中身の問題だと思ってい

ます。つまり、やりたい仕事と会社でやれる仕事とのギャップが非常に大きいのでは

ないかと。マクロとしては、労働人口は減り、高齢者など働きたい人は増えるけれど

も、実際はギャップが出て、結局雇用できませんということになってくる可能性が非

常に高いと思っています。 

 何でそうなるかについて話します。日立は7,873億円の赤字を2008年度に出して以降、

生き残るためにトランスフォーメーションをやっていまして、日本も大事ですけれど

も、グローバルに、海外で、事業を増やさなければいけない。そうなると、今グルー

プ社員30万人のうち14万人が外国人です。本社の人財統括本部にいる私の部下48人の

うち17人は、外国人です。そういう環境で一緒に働いていく中で、日本人の働き方の

特異さが非常に際立っていきます。 

 何かというと、１つは仕事中心ではない、人中心になっていまして、典型的にいえば、

外国人と日本人で一緒に働いている中で、卒年を意識するのは日本人だけです。あの

人、卒年何年とか、みんな知っていますよね。こんな国はありません。私は、私の部

下の外国人が何歳か知りません。こういうところを変えないといけないし、それがエ

イジフリーになるわけです。65歳でも70歳でもできる人は仕事をすればいいし、50歳

でできない人はそれなりの仕事をやってもらうというところをクリアにしないと、こ

の問題は解決しないかなと思います。 
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 職能給とよくいいますけれども、私は職能給では無理だと思っていまして、顕在化し

たものに対する処遇、ジョブ型にしていかないとだめだと思っています。 

 それから、現行の時間管理の方法はジョブ型とは合いません。ですから、時間管理は

基本的に健康管理に比重を置いたものとして行うというのが１つの提言です。 

 もう１つ、先ほどおっしゃられた半数が自分でもキャリアをつくりますという話は正

しいと思っていまして、これからキャリアを自分でつくるようにしていかないと生き

残れません。2050年に60歳になる人は、今30歳ぐらいの人だと思うのですが、この人

たちはこのまま同じことをずっとやっていたら生き残れなくて、自分でキャリアをつ

くる。そのためにはどんなことを自分で身につけなければいけないか。会社としても

そういう人は活用したいから、リカレント教育でいろいろな教育はします。例えばサ

イバーセキュリティの関係とかやりますけれども、まずは自分が受け身ではなくて、

いわれたからここの課長になりますということではなくて、主体的な姿勢にもってい

かなくてはいけない。 

 私が申し上げたいのは、全体像はわかるのですけれども、中身の働き方を議論しない

と、この問題は解決しないだろうということです。 以上です。 

 

○柳川部会長   

 ありがとうございました。それでは、世耕経済産業大臣がいらっしゃいましたので、

自由討議を中断させていただいて、大臣からご挨拶をいただきたいと思います。 

 

（６）世耕大臣挨拶 

○世耕経済産業大臣   

 おはようございます。この会議は冒頭から参加することを楽しみにしていたのですが、

きょうは閣議、閣僚会議、記者会見とずっと続いていまして、遅参しまして申しわけ

ございません。 

 今のお話を伺っていて、私もこの役所では人の名前を聞く前に入省年次を聞いてしま

う永田町、霞ヶ関にどっぷり浸かった癖を直さなければいけないなと思っております。 

 既に事務局から説明があったと思いますけれども、日本は今後、人生100年時代の到

来、そして現役世代の急激な減少など、非常に大きな構造変化に直面していくわけで

あります。こういう中で、経済社会の持続可能性を確保するためには、経済社会のシ
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ステム自体の改革を行うことが重要だと考えています。 

 最近の高齢者は、大変元気になっているという具体的データも出てきているわけであ

りますけれども、人生100年時代の到来は、逆に健康、元気な高齢者がふえてきてい

るという目でみれば、日本にとっては大きなチャンスだと思っております。 

 幾つになっても、意欲さえあれば多様で柔軟に働くことができる生涯現役社会に転換

すれば、支える側をふやして、無理なく支える社会が実現できると考えています。こ

のために、行動経済学におけるナッジの考え方を活用することですとか、予防健康イ

ンセンティブを強化していくことによって、国民一人一人に賢い選択、スマートチョ

イスをできるようにしていく、そういったことを応援することが重要ではないかと思

っています。 

 また、予防健康づくりサービスなどは、民間活力を活用するという視点が非常に重要

でありまして、逆に経産省が主導することで、この分野を将来の成長産業としていく

ことができるのではないかと思っています。 

 私は明るい社会保障改革と呼んでいますけれども、今こそカットするとか制度をいじ

るというつらくて難しい議論ではなくて、明るい社会保障改革の議論が求められてい

るのではないかと思っていただいております。 

 既にみていただいたと思いますが、皆様のお手元にはこうした問題意識のもと、私が

有志の若手国会議員と一緒に検討してまいりました報告書も参考として配付させてい

ただいているところであります。 

 委員の皆さんにおかれては、こういった提言も参考いただきながら、2050年を見据え

て、社会経済システムをどう変えていくべきか、ぜひ実効性のあるご議論をお願いし

たいと思います。 

 ここでご議論いただくだけではなくて、その結果は総理が主宰いたします官邸での未

来投資会議にしっかりと流し込んでいきたいと思います。ここでいただいたご提言な

どは、私から未来投資会議でしっかりと披露させていただいて、政府全体の方針に反

映していきたいと思っておりますので、ぜひ忌憚のないご意見をよろしくお願いいた

します。きょうはどうもありがとうございます。 

 

（７）自由討議 

○武田委員（株式会社三菱総合研究所政策・経済研究センター長／チーフエコノミスト）  
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 ありがとうございます。先ほど部会長代理を拝命いたしました三菱総合研究所の武田

でございます。皆様にはお世話になりますが、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 本日２つ議題がございますが、１つ目の議題が明るい社会保障改革ということで、そ

ちらについて意見をまず述べさせていただきたいと思います。 

 既にほかの委員からも出ておりましたけれども、この改革を成功させるためには、行

動を変えさせるということが非常に重要で、そのためにはそのほうがいいよねと、一

人一人の個人がそう思えるかにかかっていると思います。その点では、明るい社会保

障制度改革なのですが、結果として明るくなる社会保障改革としていかなければなら

ないのではないかと考えております。 

 では、どうやって実現していくかということですが、鍵は３点あると思っております。 

 他の委員の意見とも重複する面もございますが、まず１つ目はコミュニティだと思い

ます。冒頭、鈴木知事から三重県の介護助手制度についてご紹介があったわけでござ

いますが、これは、一石三鳥の制度だと思っております。若い人の介護離職が減ると

いう点と、高齢者も地域で就労をみつけられる。そして、よく教育、教養が高齢者の

健康の秘訣だというわけですけれども、きょう行くところがあるというのは、健康と

いう観点で非常に重要であると考えています。 

 本日の資料にもございましたけれども、実証研究で地域への貢献度の高い人、それか

らコミュニティの多様性が高い方のほうがストレスの対処能力が高い傾向があり、結

果的に健康リスクも低いといった分析結果もございます。 

 ２つ目は、技術の活用で、先ほど大臣から民間活力を生かしていこうとのお話がござ

いました。私は、ポテンシャルが大いにあるところだと思っております。予防、それ

から未病も含めて、技術を活用していくポテンシャルは大きいと思っています。 

 既にデータを活用したアプリやウェアラブルは普及しておりますし、今後は、本日ご

紹介がありましたけれども、ＡＩやオンラインを使ったプラットフォームをどんどん

活用していけば、医師の方の負担軽減と患者さんの負担軽減が両立していくのではな

いかと考えます。 

 それから、ちょっと先の未来かもしれませんけれども、2050年に向けた議論というこ

とであえて申し上げれば、高齢者がより歩くようになる。歩行をサポートするロボッ

トスーツみたいなものが、今の長靴の普及率ぐらいになれば、これも一石三鳥になる。

つまり、民間ビジネスもふえ、高齢者も歩けるようになって、ＱＯＬが上がり、結果
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的には健康が促進され、医療費も抑制されるということではないかと思います。 

 最後、３点目でございますが、給付と負担のバランスの適正化も必要ではないかと思

います。行動を変えさせることは非常に大切で、先ほど大臣からご紹介がありました

ナッジをもっと活用すれば、給付を抑制できる余地はまだまだあると思います。 

 また、本当に医療へのフリーアクセスがいいのか、窓口の負担は多少ある一方で、予

防インセンティブを増やしたほうがいいのか。行動を変えるという意味でも給付と負

担のバランスを見直す時期にきているのではないかと思います。 

 これらの３つをうまく組み合わせることがポイントだと考えます。以上です。 

 

○青野委員（サイボウズ株式会社 代表取締役社長）  

 サイボウズ株式会社の代表をしています青野と申します。 

 私たちは、情報を共有するソフトウェアをクラウドサービスとして提供している会社

で、グローバルで800人ぐらいの規模でやっています。大きくはなってきたのですけ

れども、競争している相手がマイクロソフトとかグーグルとかセールスフォースとか、

しびれる相手と日々ガチで殴り合っているわけですが、そのために私たちが編み出し

た戦略が働き方の多様化というものです。 

 時間や場所を自由にすることで、採用力、それから離職率の低下、モチベーションの

向上などに取り組んで、この10年やってきました。例えば働く時間の長さ、場所の自

由度も好き勝手やっていいので、来週から３ヵ月、イタリアで在宅勤務しますとか、

全然普通のこととして社内では扱われるとか、育児休暇が６年とれたりとか、副業も

会社の断りなく勝手にやってしまっていいとか、もちろん定年もありません。私たち

のメンバーの中には70代で週３日、元気に働いているメンバーもいます。 

 私が今回申し上げられるとすると、高齢者をパートタイムであったとしてうまく取り

込むことで、生産性を上げられる、グローバルレベルの生産性で実現できる。むしろ

それが近道であるというお話ができればと思っております。 

 柳川先生と厚生労働省のプロジェクトを一緒にさせていただいて、そのときは企業が

副業禁止するのを禁止しろというのを何度もしつこくいわせていただいて、厚生労働

省さんが頑張っていただいて、今のモデル就業規則からは副業禁止の規定が外れたと

いうことになっています。 

 今回、私は定年を禁止しろということを繰り返し申し上げていきたいと思います。よ
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ろしくお願いします。 

 

○轟委員（ポピンズ 代表取締役社長）  

 株式会社ポピンズの轟と申します。よろしくお願いいたします。 

 弊社は、保育と介護の分野で30年間やってまいっておりました。私からは、ポピンズ

の事例として、今どういったことを行っているのかご紹介を少しさせていただきたい

と思います。 

 まずは、弊社は労働集約型の産業ですけれども、今、定年80歳を推奨しております。

今4,000名の社員がおりますけれども、本社、現場ナーサリーでの事例で申し上げま

すと、60歳以上の保育スタッフは314名、70歳以上でご活躍いただいている方が58名、

80代においては数名いらっしゃるという現状でございます。 

 その中で出戻りオーケー制度も入れていって、その中で３回目出戻りされている方で

あったり、私どもの理念としましては、ナニー、保育士、ケアスタッフはプロフェッ

ショナルであって、定年というものはないと位置づけております。 

 その軸となることなのですが、私どもは今までの人の人生体験というものがキャリア

になる、それを１つの提言として今回申し上げさせていただきたいと思います。 

 人生体験と私どもが申し上げておりますのは、育児であったり、介護であったり、先

ほど土居先生からお話がありました、女性も生涯現役という中では、その方々のまさ

しく実体験がキャリアになっていくということです。 

 私の中で、今、育児がキャリアになるということに対して、メリットが４つあると思

っております。先ほど鈴木先生の話で介護助手というお話が出てきたと思いますが、

私どももこういった保育士資格をもっていなくても、子育てサポーターという形で、

保育園であったり、業務に携わっていただけるシステムがございます。 

 １つメリットとしては、そういう方々が働き手になることによって、社会貢献、経済

成長の負担ではなくて、貢献者で居続けられるということ。 

 ２つ目には、アクティブにいられることによって、未病への取り組み、その方にとっ

ての生きがい、そして先ほど、モチベーションの問題がございましたけれども、自然

に健康になっていく状態がつくり出せると。例えばお子様との散歩の付き添いであり

ましたり、一緒に活動していることによって、気づかないうちに健康になっていると

いう状態が望ましいのではないかなと思います。 
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 もう１つは、今、大変な保育士不足の中なのですが、若手の保育士さんがふえており

ます。その人たちのＯＪＴとして、シニアの方が人生体験をもとにして指導をしてく

ださることによって、全体の保育の質の向上につながると私どもは感じております。 

 ４つ目、最後のポイントになりますけれども、やはり今、核家族化している子供たち

への豊かな体験につながっていく。今までは、社会の子供という形で、おじいちゃま、

おばあちゃまが家にいて、それでみんなで育てるという昔ながらの風景が今、特に都

内ではなくなってきています。そこのところで、高齢者と子供たちは物すごく波長が

合うのです。高齢者も子供たちもある一つのことを繰り返すことが好きですよね。そ

のような反復というところで、例えば時間をもっと余裕をもって成長をみてあげられ

たりというところで、やはり大切な触れ合いになっている。これもまた保育の質の向

上につながっていくのではないかと思います。 

 そして、最後に、ナッジという個人に刺激を与えるという意味合いにおきましては、

子供たちにもやはり乳幼児期からアクティブシニアの方々が生き生きと働く姿をみる

ということは、すごくよい意識づけになると思います。 

 自分も人生100年とみたときに、働き続けていいのだというきっかけに少しでもなれ

ばいいなと思って、私のきょうの提言とさせていただきます。ありがとうございます。 

 

○平川氏（公益社団法人日本医師会 常任理事 小玉委員代理）  

 ありがとうございます。日本医師会の平川でございます。 

 冒頭から説明がありましたように、高齢者が非常に元気になっているということがあ

りまして、それがきっかけとなってのお話だと思います。 

 高齢者が元気になっているというところをもう少し掘り下げてお話をいたしまして、

そして予防や健康づくりが重要なのだというお話をしたいと思います。 

 最もわかりやすいのは、平均寿命が長くなっているということでございまして、1960

年代は60歳代でございましたけれども、今は80代になっているということで、この間、

50年の間に平均寿命が延びているわけでございます。 

 高齢者の元気になっているというデータとしてお示しになったのが、資料４の14ペー

ジから15ページに身体的な能力、歩く速度などが速くなっている、10歳ほど若くなっ

ているということでしたけれども、身体的な能力だけではございませんで、例えば精

神的な能力、知的な能力自体も調べられているのですが、それもやはり確実に伸びて
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いるということがわかっております。 

 それから、例えばほかの指標として、歯の数も確実にふえているのです。歯の数とい

うのは年齢をあらわすということで非常に大事な指標といわれておりますけれども、

昭和の時代ですと60歳代の方の歯の数が、今は80歳代の方の歯の数になっているとい

うことで、そういった指標をみましても、高齢者の身体的な能力が伸びてきていると

いうことがわかると思います。 

 病気にかかって病院を受診する受療率であるとか、あるいは介護が必要になった要介

護の率といった指標をみましても、やはり10年から20年前と比べまして、確実に５歳

から10歳延びているということでございます。 

 しかしながら、社会的な老化の指標でみますと、必ずしも身体的な年齢に合った形で

変わってきていないということがあると思います。やはり社会は暦年齢を中心とした

社会的な役割を与えられているということに問題がある。 

 今申し上げたのは、日本老年医学会が昨年発表いたしました高齢者の健康に関する提

言をもとにしたものでございますけれども、そういったことからいいましても、この

間の医療の向上であるとか、それだけではなくて、生活習慣の改善、喫煙率の低下な

ども含めまして、予防医学、健康の増進が着実に実を結んでいることだと思います。 

 日本医師会といたしましても、例えば日本健康会議を経済団体ととも設立し、それか

ら医療団体、自治体、保険者等含めました総合的、国民的な健康増進の試みをしてお

ります。そしてこれを都道府県単位でも広げることで、こういった国民の中での予防

健康づくりを進めていきたいと考えております。 

 ただし、１つ大事なのは、高齢者は非常に脆弱性がございます。病気になったりしや

すくございますので、高齢者の社会参加の際には、病気になったりすることに対する

セーフティーネットも必ず社会保障の場で考えながら進める必要があろうかと思って

おります。以上でございます。 

 

○山本委員（ミナケア 代表取締役）   

 ありがとうございます。一言だけコメントなのですが、高齢者の労働をもっと振興し

ていこうというのはすごくいいことだと思うのですが、合わせて労働環境に関しても

う少し考えなければいけないと思っています。これまで企業のほとんどが、若手向け

に労働適用能力、つまりワークアビリティをどう上げていくか、新入社員研修などで
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取り組んできたと思うのです。 

 高齢者の問題、先ほど平川さんのお話にもありましたが、元気にはなっていますが、

我々加齢を克服したわけではないという厳然たる事実がありますから、企業側も労働

者が加齢とともに機能や能力が低下していくことに対してどのように対処していくの

か。つまり、どうしても高齢になって、若いころのような力が発揮し切れないような

方に対して、どのようなジョブマッチングをしていくのか、あるいはその方のワーク

アビリティを評価していくのかというノウハウや事例を集めておかないといけません。

これまで成功している企業や自治体のほとんどは、うまいぐあいに経営者の慧眼だっ

たり、首長さんの発想豊かで乗り切っている部分があると思うのですが、これを広く

社会に実装するためには、加齢に応じたワークアビリティの評価、それからジョブマ

ッチングの手法といったものを整備しなければいけないだろうと。課題意識だけを投

げて申しわけないのですが、皆さんのコメントを伺ってそう感じました。 

 

○鈴木（英）委員（三重県知事）   

 私は、資料８の９ページ目、一番最後のページなのです。これは、取り組み自体は武

藤先生のところと一緒にやらせていただいているものなのですけれども、特徴を話し

たいと思うのです。９ページ目の上にありますとおり、三重県は健康診断を受ける人

の率は高いのですけれども、特定保健指導の実施というところにいくと、全国的に低

いと。つまり、検診受けっ放しで、積極的な保健指導ができていないということと、

糖尿病の人口10万人当たりの治療を受けている人の率が全国で一番高いという状況が

あるので、これを何とか改善したいということで、生活習慣病予防のことをやろうと。 

 しかも、さっき鈴木会長がおっしゃっていただいたとおり、誰にアプローチするのか

というので、めちゃめちゃ意識高い人にアプローチするのではなくて、黄色の吹き出

しで書いていますとおり、産業医からの健康指導を受けにくい、中小企業の従業員の

方を対象にモデル事業をやっていくというもので、真ん中の左側の図をみていただく

と、先ほど大臣がおっしゃっていただいたナッジとも関係するのですけれども、この

図の右側の動機づけというか、インセンティブみたいなところの話は結構あったので

すが、さっきのナッジの話のように、リスクの認識もしっかりしてもらうというのが

大事なのではないか。 

 つまり、予防のために人の行動を変容していくには、リスクの認識、アクセスが容易
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であること、インセンティブの３つが鍵になるのではないかと思っています。これを

健康診断でやらせると、上にありますように、受診の壁と継続の壁、そういうプロセ

スになっていますけれども、この３つをセットで行かないと、インセンティブだけで

も「別に俺、ええわ」と思うかもしれませんし、アクセスが簡単なだけでも、「あっ、

そうなん」ということになるかもしれないので、右側のものを武藤先生と一緒にやら

せていただいているということです。 

 別途、糖尿病につきましては、医師会の皆さんと一緒に協定を結んでやらせていただ

いているということもあります。 

 それから、もう一点だけ、前の８ページなのですけれども、せっかく明るい社会保障

改革をやるので、スコープが高齢者ばかりではなくて、子供たちとか全世代にも行っ

てほしいということで、三重県の仕組みを１つ紹介します。 

 介護や医療は、保険制度があって、企業の皆さんにも応援していただけるような仕組

みになっていますけれども、子どもの部分はそういうのはないのです。以前のものが

変わって無償化になりますけれども、無償化に限っていますが、質の向上や量的確保

にまだ至っていないということなので、三重県では法人県民税法人税割の超過課税、

資本金が１億円超または年間の法人税割の課税標準となる法人税額が1,000万円を超

える企業に限り、0.8％県民税を上乗せしていただいて、その12％を全て子どものた

めに充てるというのを全国で初めてやらせていただいています。 

 こういうことで、企業にも応援していただいての財源確保もやって、負担軽減だけで

はなくて、質の向上や量的確保もできるような仕組みを都道府県で初めてやらせてい

ただいているということですので、最初は働き方とか高齢者の活躍の議論が先行する

と思いますけれども、後々には子供のところもスコープを入れて、全世代の話もして

いただけるとありがたいと思います。 以上です。 

 

○土居委員（慶應義塾大学経済学部 教授）   

 先ほど青野委員から定年廃止という話がありまして、私も賛成で、ぜひこれも何らか

の形で。ただ、いきなり全部オールジャパンで定年廃止とはなかなかいかないので、

まずは轟委員のところみたいに定年80歳とか、余り影響しないようなところに定年を

置くと。しかも、それは年金の受給開始年齢というところにとらわれないで、できる

企業から始めていただきたい。 
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 私は、そのチャンスはあるのではないかと思いまして、卑近な例で恐縮ですけれども、

大学で今起こっていることを申し上げると、世耕大臣の近畿大学がどうなっているか

存じませんけれども、数年前、東大から鈴木先生がおられる学習院大学に名だたる先

生が結構多く移籍された。 

 さらには、実は定年前に東大をやめて、学習院大学に移籍されるという先生も中には

おられるということで、東大は定年65歳で、学習院大学は定年70歳なのです。それで、

より長く働けるところに移籍するということも起こっている。 

 資料４の23ページみたいに、60代の人がその後どのように働きたいかという中でのチ

ョイスということかもしれません。しかし、行動変容という意味では30代、40代もそ

の影響が出てきて、慶應義塾大学が直面しています。慶應義塾大学の定年は65歳なの

ですけれども、早稲田大学は70歳なのです。そうすると、早稲田と慶應で同じ人にジ

ョブをオファーすると、しかもそれは30代、40代の研究者です。そうすると、いろい

ろ要素はあるのですけれども、ううんと考えて、早稲田のほうがいいといって、早稲

田に行くと。残り５年間は結構大きいのだよねという話があって、より長く働けるこ

とがメリットになっている。 

 しかも人材不足の折ですから、じわじわと長く働ける職場ということがよりいい人を

とるというところに影響を及ぼしてくると、企業側ないしは大学側も変わってくるの

ではないか。だんだん定年が上に上がっていって、いずれはなくなるというものにも

つながるかなと思います。 

 最後に１点だけ、きょうの議論の中で給付と負担という話が最後の論点としてあるの

ですけれども、鈴木伸弥委員には釈迦に説法ですが、もう少し民間保険を高齢者にも

使えるようにすると。特に、今、高齢者の貯蓄の大半は銀行にあって、実は医療や介

護で幾らお金がかかるかわからないという不安の中でもっている。だけれども、そう

いうリスクに対して備えおくというのは、まさに保険でできることで、わざわざ民間

の銀行に預けて、しかも犯罪でとられてしまったら元も子もないと。そういうことな

ので、民間の保険を80歳でも入れるというものもより普及させることができるといい

のかなと思っています。以上です。 

 

○鈴木（伸）委員（明治安田生命保険相互会社 取締役会長 代表執行役）   

 今のご質問なのですけれども、現時点で85歳ぐらいまで入れる保険はあります。介護
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の保険も発売されて結構時間がたっていますけれども、あまり売れていません。なぜ

売れないかというと、介護でお金を備えるよりは、年金でまず備えるということです

ので、将来の自分の年金をどうするかが一番のプライオリティの高さで、介護はその

下にというところで、ここ十数年全く変わっていません。 

 もう１点、高齢者の継続雇用のところなのですが、平均としては確かに皆さんおっし

ゃるとおり、高齢者の身体的な能力も知的な能力も上がっています。しかし、ここは

ばらつきが非常に激しいです。 

 実際に私どもで営業職員と呼ばれる保険のセールス担当がいますけれども、その中に

は80歳ですとか85歳まで働く者もおります。しかしながら、一般的には加齢とともに

認知症の可能性も出てきますし、正常な判断ができにくくなる場合も考えられます。 

 また、その手前の60歳、65歳、70歳であったとしても、能力にはばらつきが出てきま

す。全従業員が目の届く範囲の規模であればいろいろなことができると思いますけれ

ども、例えば日立さんのように、30万人、40万人の企業が個別に全従業員をみられる

かといったらそれはなかなか難しいのではないでしょうか。したがって、雇用期間を

伸ばすだけではなく、より柔軟な雇用形態のあり方も併せて考えられないと、一定以

上の規模の会社にとっては難しい面もあるのではないかと思います。 

 

○阪口委員（大阪府高石市長）   

 先ほど健幸ポイントが非常に好調だということで、皆さん、おじいちゃん、おばあち

ゃんも元気よく歩いているということを申し上げたのですけれども、資料の８ページ

以降に書いていますが、おじいちゃん、おばあちゃん、高齢者だけではなしに、こう

いうことで子育てするなら高石ということで、高い高い高石、別に税金が高いわけで

はないのです。そういうことで打っていまして、駅前の再開発ビルで子育てウェルカ

ムステーションというのをつくって、市内だけではなく、市外からも若年層の定住促

進ということで、地方創生でやりました。 

 先ほどの健幸ポイントも一緒にやっているのですけれども、実はマザーズハローワー

クとかいろいろしたりして、若いお母さん方の雇用につなげています。 

 あわせて、これは伊原さん、いろいろお世話になっていますけれども、我が事・丸ご

とといって生活相談ということも厚労省さんからご支援いただきまして、おじいちゃ

ん、おばあちゃん、あるいは子供たちも一緒にワークショップでやろうと。いろいろ
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な教室をやったり、交流してもらう。 

 実は、先ほどの話にもあったのですけれども、健康なおじいちゃん、おばあちゃんと

子供たち、お母さん方もみんなこれから創業してもらおうではないかと。また、マル

シェ的なことをやったら、そこで出店をやってみようかとか、とにかく仕事に向けて、

あるいは自分のやりがいに向けてスタートを切ってもらうということで、創業支援を

やってみたいなと。 

 うちでそういうモデルになる方がおられまして、年齢を聞くのに苦労したのですけれ

ども、この女性が71歳で、自分１人で配食サービス、高齢者から子ども食堂から何で

もやっています。70代を超えてもこういう方がどんどん生まれている。これをいかに

我々自治体、特に現場を抱えている市町村が制度化していただいたら、ほかの1,700

の市町村、皆やり出してきたら、恐らく全世代の生涯現役という課題が一気に片づく

のではないかと。大臣、ぜひ期待しておりますので、我々も頑張りますので、よろし

くお願いいたします。 

 

○大石委員（メディヴァ 代表取締役社長）    

 私もナッジには賛成です。その中で、高齢者の健康づくり、もしくは高齢者予備軍の

健康づくりのナッジを誰が担うかということについて考えてみました。 

 コミュニティは一つの候補です。今のいい事例のように、県や市は重要なプレイヤー

です。健康経営で事業主と健保が組むことによってすごく成果が出たのと同じような

感じで、事業主に当たるのがコミュニティというか、市区町村だと思うのです。 

 一方、健保に当たるところというのが欠けています。健康経営の取組みでは、健保組

合が若い人、40代、50代の人に対しては、結構いろいろなナッジをやって、健康づく

りに成功しています。 

 ところが健保も、そろそろ定年が近づくような年齢になってくると、どうせこの人た

ちはうちの健保から外れるのだから、余りやってもしようがないよねと優先順位が落

ちるのです。当社は健保の仕事もしていますが、「この年齢層をやっておいたほうが、

国や本人の将来のためにいいですよ」といっても、「将来うちの健保にはいないか

ら」といって断られてしまいます。 

 定年が延長されたら、その期間だけ健保はそのまま自動でつながります。ただ、それ

でも、健保にとって関係あるのは、延長された定年とその後の任継継続の２年間なの
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です。健保に加入している期間を延ばしていく。最後まで突き抜け方式にして、後期

高齢者のところまで加入するというのは、健保以外の財源的に難しいかもしれません。

しかし、74歳まではそのまま入り続けるという制度にして、そこまでを見据えて健保

できっちり面倒みていただくというのはあるのかなと。 

 もう１つは、後期高齢者が全体の医療費の３割５分ぐらい使っているではないですか。

亡くなる直前の医療費や、重症の方はしようがないにしても、比較的軽い病気である

とかフレイルであるという状況の方は、きっちりやったらもとに戻るのです。なので、

健保、国保はデータヘルス計画を立てて、いろいろな個別対応をしています。75歳以

上の方が加入している後期高齢者広域連合は何もやっていません。後期高齢者広域連

合にもデータヘルス計画のように、まずきちんと現状把握をし、個別の方々に対して

ナッジをしていくという責任を負ってもらうべきです。そうすると財源が浮くので、

もっと広くナッジができる財源を国保だとか健保に返していくという流れをつくって

いくのが１つの策なのではないかと思っています。以上です。 

 

○安田委員（大阪大学大学院経済学研究科 准教授）   

 きょうは大臣がおみえになる前に私自身も発言したのですけれども、ナッジというキ

ーワードがここまで飛び交う場というのは初めてで、きっと日本全体をこれから小突

いていくような大きい行動変容のきっかけになるのではないかという確信を強くしま

した。 

 きょうのトピック、健康医療の話と働き方が大きなトピックだったと思うのですけれ

ども、それぞれ比較的危険なトピックだと思うのです。どういうことかというと、医

療に関しても働き方に関しても皆さん直面しているわけですし、一家言あるのです。

その中で、医療面、健康面に関しては、最近日本語でもすぐれた文献、それこそ医療

経済学なども立て続けに出ていて、かなりエビデンスに基づいた議論が浸透していく

機運があると。 

 一方の働き方はどうかというと、まだそこには至っていないような気がして、こうい

う成功事例がある、失敗事例があるというケースに基づくもので、往々にして働き方

がいい、悪いという自分の中での理想の働き方をいって終わってしまうというケース

が少なくないような気がします。 

 これは政府の委員会であるので、国、経産省としてどうすればいいかと考える必要が
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あるのですが、きょうおみえになっているサイボウズさん、日立さんも国がこういっ

た働き方をしましょう、副業を認めましょうとか、多様化を進めましょうといったか

らそうしたわけではなくて、なぜそうなったかというと、恐らく自分たちで生き残る

ための競争を通じたのです。 

 なので、１つ国が何をすればいいかという観点で考えたときに重要になってくると思

うのは、理想の働き方をヒアリングして、この働き方を日本に進めようという発想で

はなくて、競争の多様性、個々の企業がいろいろな形で選択できる、競争の幅を広げ

られる、ミクロレベルでの競争の多様化を促すような政策をゴールにすると。その際

に、もちろんマクロでの日本の労働状況、環境を調べておく必要がある。 

 きょういただいた資料をみていてすごい印象的だったのは、若年者離職率が上がって

いる。あと、介護離職もふえている。ぱっと聞くと悪いニュースのような気がするの

ですけれども、放っておくと労働者がどんどん逃げていく状況になるのです。今まで

逆だったのですが、日本の多くの組織というのは逃げていかないと。 

 組織で何か問題が起きたときに問題をみえる化するためには、エグジットとボイス、

２つチャンネルがあるといわれていますけれども、エグジットが長らくない組織が多

かった。エグジットがないと、本来ボイスを出さなければいけないのですけれども、

おまえどうせやめられないだろうということで、ボイスも上げられなかった。どっち

もなかったから、これだけ長いこと働き方改革が進んでいなかった。 

 今何が起きているかというと、エグジットのチャンネルが急激に広がっている。これ

は悪いニュースなのですけれども、広がれば広がるほど、組織としては変わらざるを

得ない。変わっていったサイボウズさんとか日立さんさんがここにいる一方で、変わ

れなかった企業は最悪倒産するわけです。 

 こういった流れは、自分で健康管理していない人は死んでくださいといえないですけ

れども、組織に関しては守ることが目的ではないのでという観点で政策につなげてい

く。その意味では、サイボウズの青野さんがおっしゃっていた副業禁止を禁止すると

か、定年についての縛りをなくしていくというのは、まさにミクロレベルでの競争を

促すような制度変更なので、そういった視点を入れつつ議論すると、自分の中での理

想の働き方を開陳して終わりという悲劇を避けられるのではないかと思いました。 

以上です。 
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○中原委員（有限会社ケア・プランニング 代表取締役社長）   

 どうしても職業柄というか活動柄、市民運動とか草の根運動につなげてしまうことが

ありまして、ナッジを浸透させていくことについては、企業から取り組んでいくとい

うのがすごく重要だなと思っています。今、企業にはＳＤＧｓが浸透していっている

と思うのです。ＳＤＧｓと人生100年時代、高齢者がいつまでたっても働き続ける社

会といったものをどうやって企業に意識づけて、そういう活動をさせていくかという

取り組みをしていくことが、ＳＤＧｓとして世界が定めている目標で、ジェンダーと

いったものを平等にしていくとか、高齢社会を日本が先んじてやっていくということ

を、従業員が会社の取り組みを通じて理解していくことで、職員一人一人の健康づく

りに意識をもったり、そういったことが続いていくのかなと思っております。 

 今、元気な高齢者が増えていく反面、介護の現場の人間として思うことは、うちも70、

80の年代の介護職員であったり、ケアマネジャーを雇用しているのですが、辞めてい

く大きな理由として、周りに迷惑がかかってしまうとか、自信がなくなってしまう。

そういうところも光を当てていくべきではないかなと思っております。 

 これも女性の働き方がこうやって推進されていくのと似たところがあるのですけれど

も、周りの理解とか職員の理解とか、失敗しても受容できることが必要になります。

会社自体、高齢者を雇用することによってリスクが多くなると思うのですが、そうい

ったものも受容していくにはどうすればいいのかなと。そういったところもＳＤＧｓ

にヒントが隠されているのではないかと思っております。 

 また、介護予防に取り組むことで自立できても、その先の受け皿がないというのが問

題なのです。一回介護状態になってしまうと、受け皿があったとしても、そこから就

職活動しようかなというと、なかなかそこに踏み切れていけない部分もあると思いま

す。そういうところをつなげていくというのも１つかなと。 

 あと仕事だけではない活躍の場ですよね。子育てを支援していくようなものであった

り、先ほどの取り組みで、介護の補佐みたいな形での取り組み、行政がやるのかとい

うところもあるのですけれども、そういった橋渡し役も必要なのかなと思っておりま

す。 

 最後に、年代別ですよね。今、高齢の方をターゲットにしていると思うのですけれど

も、私は40近くになるのですが、40、50からいずれ人生100年ですから、健康を意識

した活動をしていかなければいけないかなと。 
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 最近、死ぬ前の活動で終活というのですけれども、老活とか明るいものに変えていく

取り組みを若い世代からやっていくようなものになっていくと、また変わっていくの

かなと思いました。以上です。 

 

○浜田委員（ビジネスインサイダージャパン 統括編集長）   

 先ほどから長く働きたいとか、長く働ける社会にしたいという思いは、総論として多

くの方が共有されているものだと思うのですけれども、その場合に、定年廃止という

議論が出ていたのですが、そういった職場が若い世代にとって魅力的かどうかという

のは考えなければいけないのかなと思います。 

 というのも、今のままですと、年功序列と終身雇用、新卒一括採用が残ったままで定

年廃止になると、しがみつく人たちだけが残っていくと。能力があって、チャンスを

自分で切り開きたいという人はどんどん出ていくというときに、一括としていろいろ

な雇用の体系を見直さないと、結局頭だけ、上のほうだけが重くなってしまった組織

に、若い人たちの裁量もなく権限もないままで、若い人たちがそこで働きたいと思う

かどうかというのは考えなければいけないのかなと思いました。 

 私事で恐縮ですが、『ＬＩＦＥ ＳＩＦＴ』のリンダ・グラットンさんの本を読んで、

朝日新聞を28年間でやめようと思って転職したのですけれども、50歳でレガシーメデ

ィアからグローバルなデジタルメディアに転職して、50歳で新しいことを始めるのは

なかなかしんどかったのです。自分の知識とか経験がきく分は半分ぐらいで、デジタ

ルネイティブに勝てない部分が多いので、50歳から新しく何かを始めたりとかして、

人生100年時代で働き続けるって、正直、体力的にも新しい知識を入れていくという

意味でも、個人的には相当しんどい思いはしています。 

 なので、先ほども働くことだけではなくて、この人たちの働きやすい環境とさらにそ

こでの、すごいなと思ったのは、高齢者を活用することで生産性が上がって、グロー

バルで戦えるって、一体どんなことをしたらこんなことができるのかと思ったので、

高齢者の人とのマッチングをいかにうまくするかということは、トータルで定年廃止

ということを考えていかなければいけないのかなという印象はもちました。以上です。 

 

○武藤委員（医療法人社団鉄祐会 理事長）   

 短く２つだけ。１つは、医療・介護従事者の視点から考えますと、一番影響力がある
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のは診療報酬であって、それでほとんど多くの行動変容が決まります。したがって、

現実的にナッジが働くとかスマートチョイスをする余裕は余りないのです。 

 アウトカムで評価をすることで、これを達成したときには幾らと決める方が合目的で

す。それを導入した瞬間に、多くの関係者が知恵を出すようになると思うのです。つ

まり、点数をとりに行くのではなくて、決められた枠の中でどのようにやっていくか。

アウトカムをきちんと評価するような仕組みを入れることで、ナッジやスマートチョ

イスが有効になり得ると思うのですが、今の現場では必ずしもそうはなっていないと

いうことが１点あります。 

 もう１つ、、医療費は亡くなる直前にかなりかかるということがいわれています。自

分の親は後悔ないように、たくさんお金をかけていい医療をしてみとってあげたいと

いう気持ちが誰しも働きます。しかし、それが本当にスマートチョイスなのかという

と、必ずしもそうではなくて、もっと多角的に考えると、安心して亡くなるような仕

組みがあったほうがいいのではないかということもありますから、本人だけではなく、

家族も含めて終末期のスマートチョイスをどうやって選択していけるかを考えていく

ことも必要です。 

 

○中畑委員（株式会社日立製作所 代表執行役 執行役専務）   

 では、短く。先ほど浜田委員がいわれたことは正しいと思っていまして、全体的に考

えなければいけないと思うのです。働き方改革のところがなかなかクリアにみえてい

ないというところがあるのですが、私どもテレワーク10万人とか、サテライトオフィ

ス何十ヵ所とか、あと在宅勤務の制度を変えるとか、実家の近くの病院からでも執務

できますよということをどんどんやっています。ですから、問題となるのは、制度で

はないような気がするのです。働き方のところで一番重要なのは、ジョブ型です。一

つ一つの働き方、業務のやり方について、私たちの世代で悪いのは、私たちの時代は

時間の制約についてあまり考えずにやっていたのです。ですから、仕事の効率化をし

ないのです。ところが、時間に制約のある人というのは、時間が決まっているから、

どうやってその仕事を効率化するか一生懸命考えるのです。 

エイジフリーという意味で、高齢者の方も含めてということでお話しさせていただき

ました。 
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○柳川部会長   

 ありがとうございます。最後、せかしてしまいまして済みません。 私もちょっとだ

け全体の感想も含めてお話しさせていただきます。皆さんのご議論を伺っていて、大

きな経済構造、あるいは我々の生き方の構造変化が起きているのだなと改めて感じま

す。 

 冒頭、大臣からシステムの改革が必要だというお話がありましたけれども、経済全体

の大きなシステムを変えていくことで、我々の生き方、人生の送り方をよりよいもの

にしていくという話なのだろうと思います。 

 そういう大きな話ばかりしていても仕方がないので、きょう出てきた話で非常に大き

かったのは、ＩＣＴやデータの活用をしていくこと。それから、コミュニティという

ことが何度か強調されましたけれども、コミュニティを活用して、人々のインセンテ

ィブをつくっていくということ。それから、ナッジというところを活用。このあたり

のところをできるだけ工夫して、よりよい健康的な生活を伸ばしていくというところ

がポイントかなと思いました。 

 こういうことをやっていく中では、このビジネスというのは非常に成長産業なのだと

私も思います。ぜひ成長産業として伸ばしていくと。 

 それから、マクロ的な政策ということからいうと、土居先生からお話がありましたけ

れども、今、経済が伸びないのは、高齢化のところで年とったときが不安だから、結

局お金を使わないし、投資もしないというのが大きなところなので、実は健康年齢を

延ばしていって、みんなが元気に活躍できる期間を延ばすことで、投資をふやし、み

んなの金融的な活動も活発になるという意味で、マクロ的にも非常に大きなインパク

トのある話なのだろうと思います。 

 あと２つ短くですけれども、働き方の話でいろいろご議論が出てきたように、山本先

生からもお話があったように、特に年齢がいったときの働き方、もうちょっというと、

単純に働くということではなくて、生活の仕方というものはかなり多様性が出てきて、

それぞれに合わせた働き方ができるようにしていかなければいけないのだろうと思う

のです。 

 このことは、結局のところ、高齢者だけではなくて、若い人たちもある意味で今まで

とは違う働き方を求めていて、そういう新しい働き方のモデル的なものを、きょうも

いろいろな事例を出していただきましたので、そういうものを踏まえつつ、できるこ
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とを考えていくというところがこれからのポイントかなと思います。 

 最後のポイントなのですけれども、ナッジの話が出てきましたが、非常に大事なポイ

ントだと思うのです。実は、政策の実行面でもナッジの話は大事で、せっかく未来投

資会議にも話を出していただけるということだったので、冒頭申し上げましたけれど

も、抽象論をしているのも大事なのですが、この会議においては実効性のある提言を

出していくことがとても大事で、実効性は何かというと、政府なり経済、政権全体で

やりたくなる、ここにナッジをきかせる、そういう意味でのナッジのきいた政策提言

ができればと思っております。長くなってしまいましたけれども、済みません。 

 それでは、時間になりました。最後、大臣からも一言。 

 

○世耕経済産業大臣   

 本当に活発なご議論ありがとうございました。私が来ていない前半の議論は、しっか

り議事録で読ませていただきます。経産省は、議事録をつくらなくていいという指示

を出したという誤った報道があるわけですが、ちゃんとつくっていますので、しっか

り議事録で読ませていただきたいと思います。 

 今、生涯現役社会と働き方改革、しっかりセットでというのは、私も全く同感です。

この間も生涯現役社会をスタッフと議論していたときに、新原局長があと20年間君臨

する経産省を想像してみろといったら、それはみんな嫌だという話で、年次とか局長

をやった人が普通の肩書きのない担当者、あるいは研究員というポストでもしっかり

働けるという価値観ですとか、働き方改革の中でも私はたった１人で主張し続けたの

ですが、ジョブディスクリプションの明確化、それに対する評価、報酬というものが

セットになって、仕事がちゃんとポータビリティがあって、別のところへ行っても、

その能力でしっかり働けるということをセットでやらないと、絵に描いた餅になって

しまうかなと思っていまして、その辺もぜひまたご議論を深めていただければと思い

ます。 

 あと、土居先生からもお話のあった、貯蓄を使わない、これをどうするか。１つのソ

リューションは、生涯現役社会で80を超えても一定の収入は稼げるのだという気持ち

をもつことによって、貯蓄が消費とか投資に向かっていくという姿もあると思うので

す。 

 もう１つは、先ほど保険のお話もいただきましたが、リバースモーゲージの考え方。
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最近、テレビのコマーシャルでも利息さえ払ってくれたら、お金は返さなくて結構で

すとメガバンクのコマーシャルをやっていてすごいなと思ったのですが、それに付加

サービスがついた、それこそ明るい商品が出てこないかなと。高級会員クラブみたい

なものが出てきて、これだったら安心して全部財産を預けて、あとは自分で働いた分

は小遣いとか旅行に使うという人生設計ができるようになってくると、過度な貯蓄も

抑えられていく、あるいは消費、投資に回っていくのではないかと思っております。

そういったご議論もぜひいただきたいと思います。 

 これからいただだくご提言は、未来投資会議にしっかりインプットしていきますので、

柳川座長がおっしゃっていただいたように、ぜひ具体的なご提案をよろしくお願いし

たいと思います。きょうはどうもありがとうございました。 

 

○柳川部会長   

 ありがとうございました。それでは、本日の部会はこれで終了させていただきます。

長時間にわたりご議論いただきまして、ありがとうございました。    

 

                              ――了――   


